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イ オ ン 株 式 会 社 

 

 

イオンモール株式会社の完全子会社化に向けた基本合意書締結および 

イオンディライト株式会社の完全子会社化に向けた公開買付けの開始について 

 

 

イオン株式会社（以下：イオン）は、イオンモール株式会社（以下、イオンモール）と株式交換

（以下：本株式交換）による完全子会社化に向けた協議を開始する旨の基本合意書（以下：本基本

合意書）を締結いたしました。 

また、イオンディライト株式会社（以下：イオンディライト）の完全子会社化に向けた普通株式

及び新株予約権を金融商品取引法による公開買付けにより取得することについて決定いたしまし

たので、お知らせいたします。 

 

イオンは、２０３０年のありたい姿として「『イオンの地域での成長』が『地域の豊かさ』に結

び付く、循環型かつ持続可能な経営」を目指しております。この実現に向け、２０２１～２０２５

年度の中期経営計画では５つの変革を成長戦略として掲げ、グループの事業構造改革や事業基盤

確立による収益改善を図かってまいりました。この事業構造改革の一環として、グループのプラッ

トフォームであるイオンモール、グループのインフラを担っているイオンディライトの完全子会

社化を実現することにより、グループのスケールを活用した両社の事業規模拡大・成長の加速を図

ることで、イオングループ全体の成長につなげてまいります。 

加えて、自己資本の増強、キャッシュフローの安定的な創出によって財務健全性の向上を図りま

す。これにより、グループとしての成長領域への投資やＭ＆Ａを含むグループポートフォリオ変革

へとつなげ、グループ全体の企業価値向上を図ってまいります。 

 

 

１．イオンモール株式会社の完全子会社化へ向けた基本合意書の締結について 

（１）目的 

国内のショッピングセンター業界を取り巻く環境は、人口動態の変化、建築費の高騰、競合施設

間の競争激化、ＥＣ化の進展等、かつてないほど厳しいものがあり、今後は、競争力を維持できな

い施設の淘汰が益々進んでいくものと考えられます。また、昨今は、都市部への人口集中や地域間

の格差の拡大が加速したことで、地域マーケット間の特色の違いがより鮮明になってきており、従

来以上に、エリア特性を踏まえた施設づくりが求められる時代へと変容しています。こうした状況

の中、近時、急激なインフレにより、建設費や人件費の更なる高騰、金利の上昇といった経営環境

の急速な変化が生じています。さらに、世界的な異常気象の多発や、地政学的なリスクの高まりな

ど、不確実性が高まっており、今後、イオンモールの事業に大きく影響を及ぼすものと想定されま

す。 

こうした厳しい環境下にあっても、完全子会社化を通じて、イオングループの持つスケーラビリ

ティとイオンモールの持つ人材やノウハウを活かすことにより、イオンモールが持続的な成長を

実現していくことが、より加速されるものと考えます。 

  



例えば、グループ不動産の再開発や、ＮＳＣを含むマルチフォーマットを活用し、地域の不動産・

マーケット情報を共有することで、よりエリア特性にきめ細かく対応したショッピングセンター

を立地させることができるようになり、マーケットの深化を図れることなどが挙げられます。さら

に、イオンモールが施設運営管理を担っているグループ不動産についても、より収益を上げるため

にイオンモールへの移管を検討していきます。 

また、スケールメリットの観点では、グループ内需要の一体的な集約により、販促・イベント企

画・広告事業や活性化・修繕工事等を内製化し、イオンモールを核とした不動産バリューチェーン

の垂直統合と、これによる新規事業の創出も可能となると考えています。さらに、イオンのビッグ

データをテナントの営業支援に活用することも検討してまいります。 

こういった国内における収益力の向上は、国内事業におけるイオンモールの競争力の向上、さら

にはイオンモールによる一層の海外投資の源泉になるものと考えます。また、国内外における事業

領域拡大の実現は、イオンモールの従業員の活躍の場を拡げ、成長の機会の提供にもつながります。 

このように、イオンモールが完全子会社になることにより、イオングループのスケーラビリティを

最大限に活用できるようになり、ショッピングセンターのテナント・個人顧客等に対する提供価値

を向上することを通じて、イオンモールの企業価値向上及びイオングループ全体の企業価値向上

に大きく貢献する可能性があると考えています。 

以上により、イオンモールの完全子会社化は、イオンとイオンモールが一体となった早急かつ抜

本的な成長施策の推進、ひいては今後のイオンモール及びイオングループの一層の企業価値向上

に資する可能性があると判断し、両社で完全子会社化の協議を開始すべく、本基本合意書を締結す

ることといたしました。 

 

（２）完全子会社化する方法について（想定） 

 

 

  



２．イオンディライト株式会社の完全子会社化について 

（１）目的 

国内のファシリティマネジメント業界は、２０２１年度から２０２３年度の売上成長率が１０

２.６％､１０５.７％､１０５.２％（出典：矢野経済研究所）であり緩やかな拡大傾向にあるもの

の、人件費や原材料費等の高騰の影響を受けており、とりわけ人手不足の問題は重要な経営課題と

なっております。国内の生産年齢人口は今後も減少の一途を辿ると予見されており、同業界では、

従来の労働集約型のビジネスから転換を迫られていると考えております。一方、顧客企業において

は、インフレ経済が定着する中でコスト管理意識を高めているものの、資産の老朽化対策や環境対

応ニーズ、非中核業務のアウトソーシングニーズ等は高まっている傾向であると認識しておりま

す。 

このような事業環境下において、イオンは、イオンディライトが従来のビジネスモデルから進化

し、新たな事業機会を見出すことが出来得るものと考えます。また、イオングループの店舗の設備

管理業務等多くのインフラを担うイオンディライトが、新たな事業領域・事業機会を創出し、サー

ビスの提供価値を高めていき、持続的な成長を実現することはイオングループの経営にとって極

めて重要なことであります。しかし、その具現化を確実なものとしていくためには、上記のように

ビジネスの転換が求められる事業環境下においては既存のオーガニックな成長戦略のみでは不十

分であり、イオングループのスケーラビリティを最大限活用することが必要と考えます。イオンは、

イオンディライト及びイオングループの企業価値向上に向けた取り組みとして、イオンディライ

トをイオンの完全子会社としたうえで、イオンディライトにグループ内の需要集約を行います。イ

オンディライトは、それによる収益拡大により、大規模なＲ＆Ｄ投資を行うことで競争力を高め、

グループ外顧客からの受注を拡大します。 

具体的には 

（ア）グループの修理・修繕とビルメンテナンスに関わる内装工事等の需要集約 

（イ）グループのニーズの取り込みによる事業領域の拡大 

（ウ）ＤＸを活用した省人化等の推進によるファシリティマネジメントの進化 

（エ）グループのバックオフィス業務の集約 

を行います。これらの取り組みにより、イオンディライトの業務は、ＩＦＭ（Integrated Facility 

Management）※１へ進化いたします。 

しかしながら、イオンディライトとイオンがそれぞれ上場企業として独立した経営を行ってい

る現状においては、イオンディライトを含めたイオングループとしての全体最適化の観点からイ

オンとイオンディライトがイオングループの経営資源(各種人材・財務基盤・情報・ノウハウ等)を

相互活用する場合、イオンとイオンディライトの少数株主との間には潜在的な利益相反構造があ

ることから、イオンディライトにおいては、その有用性や取引としての客観的な公正性について一

般取引条件と同様の考え方で取引を行うことを基本方針とした上で、少数株主保護の観点から取

引条件の経済合理性を担保するとともに、重要な取引については、取締役会における十分な審議や

独立した立場で少数株主を含む各ステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させることを

目的に設置された特別委員会への諮問を行う等、対象者の少数株主を含む各ステークホルダーの

利益を考慮した慎重な検討が必要になり、迅速かつ柔軟な意思決定に制約が生じる状況にありま

す。また、上記のとおり、現状の資本関係において、イオンディライトを含むイオングループの経

営資源（各種人材・財務基盤・情報・ノウハウ等）を相互活用する際には、経営資源を供する会社

と利益を創出する会社が必ずしも一致するわけではないため、イオンディライトが上場会社とし

てイオン以外の少数株主を抱えている状態では、イオンがイオンディライトに対して企業価値向

上に資する経営資源の提供をした場合、かかる企業価値向上による利益の一部がイオングループ

外のイオンディライトの少数株主に流出するといった問題がイオンの株主等から指摘される可能

性もあり、機動的かつ効果的な施策を実行し、イオンディライトを含むイオングループの企業価値

の最大化を図るうえで、一定の限界があると考えております。加えて、イオンディライトとイオン



が上場企業として独立性を求められることにより、イオングループ全体では組織機能の重複が存

在し、経営資源の活用に非効率が生じているとも考えております。 

そのため、イオンは、イオンディライトの持続的な成長のためには、イオンディライトをイオン

の完全子会社とすることによって、イオンディライトとイオン全体の経営資源を迅速かつ柔軟に

相互活用できる体制を整えるとともに、両社の組織機能の重複を解消し、効率的な経営資源の活用

を可能とすることが最善であり、イオン及びイオンディライトの企業価値向上の観点からも望ま

しいとの結論に至りました。 

イオンは、本取引は、イオンディライト及びイオングループの企業価値向上に資するだけでなく、

お客さま、取引先、従業員の皆さまを含むあらゆるステークホルダーの皆さまにとってサービス・

業務拡大による価値最大化を可能にするものであると確信しております。特に、従業員の皆さまに

とっても、活躍の場が広がることで、成長機会となり、組織の活性化や個々人のやりがいの創出に

繋がるものと考えます。 

以上により、今後のイオンディライト及びイオングループの一層の企業価値向上に資する可能

性があると判断し、イオンディライトの完全子会社化に向けて、イオンディライトの普通株式及び

新株予約権を金融商品取引法による公開買付けにより取得することにいたしました。 

※１：「IFM（Integrated Facility Management）」とは、ファシリティに関するアウトソーシングニーズを統合的

に管理運営することを指します。 

 

（２）完全子会社化する方法について 

 

 

 

※詳細についてはイオン㈱のホームページに掲載している適時開示をご確認ください。 

以下のＵＲＬよりご覧いただけます。 

 https://www.aeon.info/ 

以上 

https://www.aeon.info/

